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１．超小型車の導入に向けた課題 

日本国内における乗用車の平均乗車人数は 1.3 人と

少なく、公共交通機関と比較してエネルギー効率が極

めて低い。運輸部門における温室効果ガス排出量を削

減するためには、ユーザは公共交通機関の積極的な利

用に加え、低炭素な移動手段を選択しなければならな

い。しかしながら公共交通が十分に整備されていない

地域において、自家用乗用車は移動手段として不可欠

である。特に少子高齢化社会を迎える日本では、高齢

者にやさしいモビリティ(1)の確保が急務である。 
国土交通省は平成 24 年 5 月に超小型車の認定制度

を導入する計画を発表した。超小型車とは、道路運送

車両法で定める軽自動車と第一種原動機付自転車(4
輪)(以下、ミニカー)の間に位置付けられ、図 1 に示す

2 人乗り程度の小型の車両のことをいう。このような

超小型車を導入した場合、誰もが容易に想像できるの

が安全性の問題である。図 2 に、既存の軽自動車とミ

ニカーについて、対乗用車の衝突事故データから人的

被害の割合を分析した一例を示す(2)。本データより、

ミニカーにおいては軽自動車の場合よりも衝突事故

時における死亡・重傷の割合が高いことが一目瞭然で

ある。ミニカーについては軽自動車や普通車とは異な

り衝突安全基準が設けられておらず、かつ車両が軽量

であるためにこのような状況となっていることが推

測される。 
以上より、超小型車の導入に際しても同様の問題が

想定され、安全性の確保については重要な課題として

あげられる。ただし、軽自動車のように安全性を確保

するために車両を強固に設計すると、車両重量が増大 
 
 
 
 
 
 
 
 

するため、本来有する超小型車の利点が損なわれてし

まう。ここでは、従来の軽自動車とは異なる考え方の

安全基準を適用することが求められる。 
 

２．被害軽減のための最高速度の抑制 
衝突時における運動エネルギーを軽減できれば同

時に被害も軽減できるため、本検討では、超小型車の

安全性確保の手段として最高速度の抑制に着目した。

衝突時の速度の低下による人的被害の軽減について

は図 2 からも明らかである。一方で、速度の遅い車両

が従来の交通環境下を走行することで、交通流を阻害

し、他の車両の利便性の低下、渋滞による燃費の悪化、

同時に、交通環境全体でのCO2排出量の増大等が懸念

される。そこで本報では、新たに自動車の燃料消費量、

CO2 排出量等の詳細な計算方法を反映した交通流シ

ミュレーションを用いることで、超小型車に設けられ

た最高速度制限が、従来の交通環境下における交通流

に及ぼす影響を解析した。さらに、これに伴う平均速

度、旅行時間、燃料消費量、および CO2 排出量への

影響を評価することで、超小型車に対する最高速度抑

制の可能性について考察した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 1 超小型車の例 (東京モーターショー2011 より) 図 2 対乗用車の衝突事故における人的被害の割合
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図 6 圧縮したJC08車速パターンのイメージ 

 

＜二次電池の容量から推定する方法＞ 

2つ目は二次電池の容量から一充電走行距離を算出

する方法である。 

例えば電気自動車を JC08 で 1 回走行し、その際に

使用した電力量を測定し、二次電池容量を JC08 の 1

回の走行で使用する電力量で除した値に JC08 一回走

行での走行距離8.2kmをかけて一充電走行距離を求め

ることが考えられる。これは JC08 一回の走行で済む

ため大幅な試験時間の短縮となるが、この場合には二

次電池容量の定義の仕方が課題となる。一般的に二次

電池の容量は一定電流で放電した際に取り出せる電

力量で表示される。二次電池の特性として、放電電流

を変化させると、取り出せる電力量（容量）は変化す

る。したがって、二次電池の一般的な手法としての一

定放電電流により計測した容量と、JC08の走行により

放電した時の容量では異なる可能性が考えられる。二

次電池容量から一充電走行距離を計算する場合には、

二次電池の容量の定義を検討する必要がある。 

 また若干ではあるが、電気自動車であってもコール

ドスタートの影響があり、コールドスタートで試験を

行うと使用電力量の若干の増加が見られる。具体的に

当研究所で所有する表1の電気自動車では、１日程度

のソーク後に JC08 を１回走行した時に二次電池から

放電される電力量と、JC08 を繰り返し走行した後に

JC08 を１回走行した時の二次電池から放電される電

力量とでは、前者の方が2％程度高くなる傾向がある。

どのような状態で JC08 走行分の使用電力量を計測す

るかという定義も必要である。 

 

５．電動大型車の試験法の課題 

以上では乗用車の電気自動車を中心に説明してき

たが、今後は路線バスなど比較的短い距離を走行する

大型車において電動化が進むことが考えられる。しか

し、電動大型車の一充電走行距離と電費の計測方法は

公式には決まっておらず、今後検討していく必要があ

る。参考として、交通安全環境研究所でも「次世代大

型低公害車の新技術を活用した車両開発」の取組みと

して高電圧を使用した電気バス（外観を図7に示す）

の開発とその試験法の検討に携わっているが、この車

両については暫定的に TRIAS に規定されている JE05

モード（６）を用いて計測し、一充電走行距離は 30km

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 実証試験中の電気路線バス 

（三菱重工業株式会社様提供の写真） 

 

６．まとめ 
電気自動車の一充電走行距離や電費などの性能評

価法について現状を解説し、課題の整理とその改善方

法について述べた。今後は、電気自動車の特性を踏ま

え、実車の実験を行いながら、効率的かつ合理的な試

験法の提案を行う。 
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燃料消費量または瞬時電力消費量のテーブルを参照

し、それを時間で積分することで、燃料あるいは電力

の消費量を計算する方法とした。 
 さらに、上記の方法で算出したガソリン、軽油、電

力消費量に対して、CO2 排出係数を乗ずることでCO2 
排出量を算出した。本検討においては、環境省が定め

るCO2 排出係数
(6)
を使用し、以下のように定めた。た

だし、電力については平成24年1月に公表された平成

22年度の値であり、総合エネルギー統計における外部

用発電と自家用発電を合計した排出係数の直近5ヵ年

平均を算出した代替値を使用した。 
ガソリン： 2.322 kg/L 
軽油：   2.624 kg/L 
電力：   0.559 kg/kWh (平成22年度代替値) 

 
３．２．シミュレーション条件 
 超小型車の利活用場面の一つに観光地の周遊が想

定されているため、京都市を対象にシミュレーション

を実施した。対象地域と道路の制限速度を図4に示す

(破線内)。本地域は、南北に走る堀川通(片側2～4車線)
と烏丸通(片側2～3車線)、および北部エリアを東西に

走る今出川通(片側2車線)を中心とした領域である。  
 設定した交通量データは、今出川通、堀川通および

烏丸通近辺の交通量調査データと、平成17年度交通セ

ンサスデータに基づいて決定した。いずれのデータと

も平日の通勤ラッシュ時を対象としている。 
 表1には本シミュレーションで設定した車種の仕様

を示す。超小型車に対してはガソリンエンジンの場合

と電気自動車の場合の両方を想定し、普通車からの転 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

換率を0%、1%、5%、10%、20%、50%とすることで

台数を決定した。超小型車の最高速度は20 km/h、30 
km/h、40 km/h、50 km/h、60 km/hの5ケースでシミュ

レーションを実施した。各車両の速度および加速度

は、自車の速度、前方車両の速度、前方車両との車間

距離に応じて計算する追従モデルを導入しているた

め、速度の遅い超小型車が前方を走行している場合

は、後続車両の速度および加速度にも影響を及ぼすこ

とになる。 
図5に、各車両の仕様に基づいて算出した瞬時燃料

あるいは電力消費量を示す。 

 
車両区分 超小型車 

普通車 
(乗用車) 

大型車 
(貨物車) バス 

原動機区分 ガソリン 電気 ガソリン ディーゼル ディーゼル

全長 [m] 2.500 2.500 4.610 6.510 10.510 
全幅 [m] 1.300 1.300 1.695 2.185 2.490 
重量 [kg] 470 470 1345 4660 10290 

乗員(55 kg) [人] 2 2 2 1 38 
エンジン排気量 250  1997 4009 7545 

モータ 
最高出力 [kW] 

／最大トルク [kW]
 12／57    

動力伝達装置 CVT  CVT MT MT 
ギア比 

1 速 
2 速 
3 速 
4 速 
5 速 
6 速 

   

 
5.979 
3.434 
1.862 
1.297 
1.000 
0.759 

 
3.487 
1.864 
1.409 
1.000 
0.750 
0.652 

最終減速比 － 13.4 － 4.1 6.166 
タイヤ直径 [m] － 0.466 － 0.726 0.9655 
転がり抵抗係数 0.01 0.01 0.01 0.00886 0.00655 
空気抵抗係数 0.362 0.362 0.362 0.6146 0.4205 
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図 4 シミュレーションの対象地域詳細(京都市)

表 1 各種車両の仕様 
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図5 交通流シミュレーションで使用した瞬時燃料消費
量および瞬時電力消費量 

 

 

３．交通流シミュレーションの方法 
本検討においては、旅客輸送の一部を従来の乗用車

から超小型車に置き換えた際の交通流への影響を評

価する目的から、交通安全環境研究所が開発した都市

交通シミュレータ(3)を活用し、車両一台一台の挙動を

模擬するミクロシミュレーション(離散モデル)にて取

り扱った。以下に、今回新たに導入した燃料消費量、

CO2排出量等の計算方法、および計算条件を示す。 
 
３．１．燃料(電力)消費量・ＣＯ２排出量の計算方法 

 燃料消費量は、自動車のタイヤが路面になす仕事率

を、原動機効率 および駆動系動力伝達効率で除する

ことで得ることが可能である。 
自動車のタイヤが路面になす仕事率P [kW]は、以下

に示す式(1)で説明される。 
 
 
 
ここで、F は走行に必要な駆動力[N]、dx は距離の

変化量[m]、dt は時間の変化量[s]である。 
走行に必要な駆動力F [N]は、以下に示す運動方程式

(2)で表される。 
 
 
ただし、Rr は転がり抵抗[N]、Rl は空気抵抗[N]、Rs は
登坂抵抗[N]、Ra は加速抵抗[N]であり、以下の式によ

り算出される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ここで、 r は転がり抵抗係数、m は車両重量[kg]、
g は重力加速度[m/s2]、 は道路勾配[rad]、 は空

気密度[kg/m3]、Cd は空気抵抗係数、A は車両前面

投影面積[m2]、m は回転部分相当重量[kg]である。 
つまり、道路勾配を0 rad (平坦路)と仮定すると、仕事

率P [kW]は速度V [m/s]と加速度 [m/s2]の関数となる。

これに対して式(7)を用いることで、速度V、加速度 
に対する瞬時燃料消費率fcV [L/s]、あるいは瞬時電力

消費量ecV [kWh/s]を算出することが可能である。 
  
         、 
 

 ここで、dは駆動系伝達効率、thはエンジン熱効

率、dfe は燃料エネルギー密度[kJ/L]、mi はモータイ

ンバータ効率である。

原動機の効率を算出するためには原動機の回転数

およびトルクに対する運転領域を選定し、運転領域に

応じた効率を与えなければならない。運転領域の選定

には、タイヤ径および動力伝達装置のギア比を考慮す

る必要がある。特に、原動機がエンジンの場合は変速

機を用いているため、運転条件に応じたギア位置を選

定する必要がある。変速機に無段変速機(CVT)を用い

ている車両に対してはギア比を自在に選定できるも

のと仮定し、同一出力条件でエンジン熱効率が最大と

なるエンジン運転領域とした。有段変速機(MT、AT、
AMT)を用いている車両に対しては、各ギア位置にお

ける駆動力余裕率( = 最大駆動力／必要駆動力)を算

出し、文献(4)と同様の方法でギア位置を選定した。 

図3に、本計算に用いた各種原動機の効率を示す。詳

細については、既報
(5)
を参照のこと。 

本交通流シミュレーションでは、車種ごとに上述の

計算式により算出した速度と加速度に対応する瞬時 
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燃料消費量または瞬時電力消費量のテーブルを参照

し、それを時間で積分することで、燃料あるいは電力

の消費量を計算する方法とした。 
 さらに、上記の方法で算出したガソリン、軽油、電

力消費量に対して、CO2 排出係数を乗ずることでCO2 
排出量を算出した。本検討においては、環境省が定め

るCO2 排出係数
(6)
を使用し、以下のように定めた。た

だし、電力については平成24年1月に公表された平成

22年度の値であり、総合エネルギー統計における外部

用発電と自家用発電を合計した排出係数の直近5ヵ年

平均を算出した代替値を使用した。 
ガソリン： 2.322 kg/L 
軽油：   2.624 kg/L 
電力：   0.559 kg/kWh (平成22年度代替値) 

 
３．２．シミュレーション条件 
 超小型車の利活用場面の一つに観光地の周遊が想

定されているため、京都市を対象にシミュレーション

を実施した。対象地域と道路の制限速度を図4に示す

(破線内)。本地域は、南北に走る堀川通(片側2～4車線)
と烏丸通(片側2～3車線)、および北部エリアを東西に

走る今出川通(片側2車線)を中心とした領域である。  
 設定した交通量データは、今出川通、堀川通および

烏丸通近辺の交通量調査データと、平成17年度交通セ

ンサスデータに基づいて決定した。いずれのデータと

も平日の通勤ラッシュ時を対象としている。 
 表1には本シミュレーションで設定した車種の仕様

を示す。超小型車に対してはガソリンエンジンの場合

と電気自動車の場合の両方を想定し、普通車からの転 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

換率を0%、1%、5%、10%、20%、50%とすることで

台数を決定した。超小型車の最高速度は20 km/h、30 
km/h、40 km/h、50 km/h、60 km/hの5ケースでシミュ

レーションを実施した。各車両の速度および加速度

は、自車の速度、前方車両の速度、前方車両との車間

距離に応じて計算する追従モデルを導入しているた

め、速度の遅い超小型車が前方を走行している場合

は、後続車両の速度および加速度にも影響を及ぼすこ

とになる。 
図5に、各車両の仕様に基づいて算出した瞬時燃料

あるいは電力消費量を示す。 

 
車両区分 超小型車 

普通車 
(乗用車) 

大型車 
(貨物車) バス 

原動機区分 ガソリン 電気 ガソリン ディーゼル ディーゼル

全長 [m] 2.500 2.500 4.610 6.510 10.510 
全幅 [m] 1.300 1.300 1.695 2.185 2.490 
重量 [kg] 470 470 1345 4660 10290 

乗員(55 kg) [人] 2 2 2 1 38 
エンジン排気量 250  1997 4009 7545 

モータ 
最高出力 [kW] 

／最大トルク [kW]
 12／57    

動力伝達装置 CVT  CVT MT MT 
ギア比 

1 速 
2 速 
3 速 
4 速 
5 速 
6 速 

   

 
5.979 
3.434 
1.862 
1.297 
1.000 
0.759 

 
3.487 
1.864 
1.409 
1.000 
0.750 
0.652 

最終減速比 － 13.4 － 4.1 6.166 
タイヤ直径 [m] － 0.466 － 0.726 0.9655 
転がり抵抗係数 0.01 0.01 0.01 0.00886 0.00655 
空気抵抗係数 0.362 0.362 0.362 0.6146 0.4205 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

京都御所

金閣寺

二条城

銀閣寺

JR京都駅
by Google

京福電鉄北野白梅町駅

堀川通
烏丸通

今出川通

制限速度

50 km/h
40 km/h
30 km/h

図 4 シミュレーションの対象地域詳細(京都市)

表 1 各種車両の仕様 
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図5 交通流シミュレーションで使用した瞬時燃料消費
量および瞬時電力消費量 

 

 

３．交通流シミュレーションの方法 
本検討においては、旅客輸送の一部を従来の乗用車

から超小型車に置き換えた際の交通流への影響を評

価する目的から、交通安全環境研究所が開発した都市

交通シミュレータ(3)を活用し、車両一台一台の挙動を

模擬するミクロシミュレーション(離散モデル)にて取

り扱った。以下に、今回新たに導入した燃料消費量、

CO2排出量等の計算方法、および計算条件を示す。 
 
３．１．燃料(電力)消費量・ＣＯ２排出量の計算方法 

 燃料消費量は、自動車のタイヤが路面になす仕事率

を、原動機効率 および駆動系動力伝達効率で除する

ことで得ることが可能である。 
自動車のタイヤが路面になす仕事率P [kW]は、以下

に示す式(1)で説明される。 
 
 
 
ここで、F は走行に必要な駆動力[N]、dx は距離の

変化量[m]、dt は時間の変化量[s]である。 
走行に必要な駆動力F [N]は、以下に示す運動方程式

(2)で表される。 
 
 
ただし、Rr は転がり抵抗[N]、Rl は空気抵抗[N]、Rs は
登坂抵抗[N]、Ra は加速抵抗[N]であり、以下の式によ

り算出される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ここで、 r は転がり抵抗係数、m は車両重量[kg]、
g は重力加速度[m/s2]、 は道路勾配[rad]、 は空

気密度[kg/m3]、Cd は空気抵抗係数、A は車両前面

投影面積[m2]、m は回転部分相当重量[kg]である。 
つまり、道路勾配を0 rad (平坦路)と仮定すると、仕事

率P [kW]は速度V [m/s]と加速度 [m/s2]の関数となる。

これに対して式(7)を用いることで、速度V、加速度 
に対する瞬時燃料消費率fcV [L/s]、あるいは瞬時電力

消費量ecV [kWh/s]を算出することが可能である。 
  
         、 
 

 ここで、dは駆動系伝達効率、thはエンジン熱効

率、dfe は燃料エネルギー密度[kJ/L]、mi はモータイ

ンバータ効率である。

原動機の効率を算出するためには原動機の回転数

およびトルクに対する運転領域を選定し、運転領域に

応じた効率を与えなければならない。運転領域の選定

には、タイヤ径および動力伝達装置のギア比を考慮す

る必要がある。特に、原動機がエンジンの場合は変速

機を用いているため、運転条件に応じたギア位置を選

定する必要がある。変速機に無段変速機(CVT)を用い

ている車両に対してはギア比を自在に選定できるも

のと仮定し、同一出力条件でエンジン熱効率が最大と

なるエンジン運転領域とした。有段変速機(MT、AT、
AMT)を用いている車両に対しては、各ギア位置にお

ける駆動力余裕率( = 最大駆動力／必要駆動力)を算

出し、文献(4)と同様の方法でギア位置を選定した。 

図3に、本計算に用いた各種原動機の効率を示す。詳

細については、既報
(5)
を参照のこと。 

本交通流シミュレーションでは、車種ごとに上述の

計算式により算出した速度と加速度に対応する瞬時 
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定した場合の各車種の平均燃費の結果を図8に示す。 
 超小型車については最高速度が低くなるほど燃費

性能が向上する結果が得られた。これは、走行速度の

低い方が走行に必要なエネルギーを抑制できるため

である。また、最高速度20 km/h～40 km/hの場合は導

入率の増加によりわずかに燃費性能が改善できてい

る。これは、道路占有面積が減少し(渋滞が短くなり)、
よりアイドル運転が減少したためと推測される。 
普通車(乗用車)の平均燃費においては、超小型車の

最高速度が20 km/hで大幅な悪化に繋がっている。周

囲に速度の遅い超小型車が走行している場合、普通車

も平均速度が低下する。ガソリン自動車においては、

速度の低い条件でエンジンの効率が悪化するため、燃

費の悪化を招いてしまう。また、自車の経路上に超小

型車が出現、消滅を繰り返すと、無駄な加減速が発生

するため、エネルギー消費量が増大する。これらの要

因により、最高速度が20 km/hの超小型車が導入され

た場合には、普通車(乗用車)の燃費が著しく悪化した

ものと考えられる。一方、超小型車の最高速度が30 
km/hおよび40 km/hにおいては燃費の優れた速度で安

定して走行することが可能となり、超小型車の導入率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の増加により燃費が改善したものと考えられる。 
大型車(貨物車)においては、最高速度20 km/h～40 

km/hの超小型車を導入した場合、導入率の増大ととも

に平均燃費が改善する結果となった。これらの理由は

普通車(乗用車)の場合と同様であると考えられる。た

だし、ディーゼル自動車の場合は、エンジンの運転領

域が低負荷域の場合でもガソリンエンジンほどの効

率の悪化はないため、超小型車の最高速度が20 km/h
の場合においても導入率の増大とともに平均燃費が

改善する結果となった。 
 
（２）超小型車が電気自動車の場合 

超小型車が電気自動車の場合の電力消費量(電費)を
図9に示す。交通流、平均速度、平均旅行時間および

他の車種の平均燃費等への影響は前項と同様のため、

ここでは超小型車の電費の解析結果のみを示す。 
 図8に示したガソリン自動車の場合と同様に、超小

型車の最高速度の低下とともに平均電費が向上する

結果となった。これは、走行速度が低い条件では走行

に必要なエネルギーを抑制できるためである。また、

超小型車の導入率の違いによる電費への影響はガソ

リン自動車の場合と比較して小さい。これは、電気自

動車の場合、車両の停止時にモータも停止するため無

駄なエネルギー消費がないことと、原動機であるモー

タの効率は運転領域の違いによる影響がガソリンエ

ンジンと比較して小さいことに起因する。 
 
４．４．ＣＯ２排出量の評価 
 図10にガソリン自動車の場合、電気自動車の場合の

それぞれにおける超小型車のCO2 排出量の解析結果

を示す。ただし、電気自動車の場合は実際には走行時

にCO2 排出されないが、消費した電力量に応じてCO2 
を排出したものと見なした。 
 同図より、電気自動車はガソリン自動車と比較して

全体的に低いCO2 排出量となっていることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 

20 30 40 50 60
20

30

40

50

60

70

平
均

燃
費

[k
m
/L
]

超小型車の最高速度 [km/h]

超小型車の平均燃費

超小型車導入率 1%
5%
10%

20%
50%超小型車導入率

超小型車導入率

超小型車導入率
超小型車導入率

超小型車導入率 1%
5%
10%

20%
50%超小型車導入率

超小型車導入率

超小型車導入率
超小型車導入率

基本条件

20 30 40 50 60
11

12

13

14

15

16

平
均
燃

費
[k
m
/L
]

超小型車の最高速度 [km/h]

普通車(乗用車)の平均燃費

超小型車導入率 1%
5%
10%

20%
50%超小型車導入率

超小型車導入率

超小型車導入率
超小型車導入率

超小型車導入率 1%
5%
10%

20%
50%超小型車導入率

超小型車導入率

超小型車導入率
超小型車導入率

基本条件

20 30 40 50 60
6.0

7.0
7.5
8.0
8.5
9.0

平
均
燃
費

[k
m
/L
]

超小型車の最高速度 [km/h]

大型車(貨物車)の平均燃費

超小型車導入率 1%
5%
10%

20%
50%超小型車導入率

超小型車導入率

超小型車導入率
超小型車導入率

超小型車導入率 1%
5%
10%

20%
50%超小型車導入率

超小型車導入率

超小型車導入率
超小型車導入率

6.5

図 8 超小型車を導入した際の各車種平均燃費の変化

20 30 40 50 60
10

20
25
30
35
40

平
均

電
費

[k
m
/k
W
h]

超小型車の最高速度 [km/h]

超小型車の平均電費

超小型車導入率 1%
5%
10%

20%
50%超小型車導入率

超小型車導入率

超小型車導入率
超小型車導入率

超小型車導入率 1%
5%
10%

20%
50%超小型車導入率

超小型車導入率

超小型車導入率
超小型車導入率

15
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４．交通流シミュレーション結果および考察 
４．１．超小型車の導入が平均速度へ及ぼす影響 
 最高速度が異なる超小型車を導入率1%、5%、10%、

20%、50%の各ケースで導入した際の各車種の平均速

度の解析結果を図6に示す。 
本対象地域においては、道路の制限速度が最大で50 

km/hであるため、超小型車の最高速度が50 km/hの場

合と60 km/hの場合ではほぼ同一の結果が得られた。

超小型車の平均速度は最高速度が低下するほど低下

し、導入率の違いによる影響は最高速度20 km/hの場

合を除き、大きくはない。最高速度20 km/hにおいて

は、導入率の増加とともに平均速度が低下する結果と

なった。また、超小型車の最高速度が20 km/hおよび

30 km/hの場合、最高速度の低下とともに普通車(乗用

車)と大型車(貨物車)の平均速度は低下し、超小型車の

導入率が高い条件ほどその傾向は顕著に現れた。最高

速度が道路の制限速度のみに依存している普通車(乗
用車)および大型車(貨物車)においては、周囲の走行車

両によって速度が変化する。このため、最高速度が20 
km/hおよび30 km/hの超小型車が導入された場合は導

入率が高いほど平均速度も低下する結果となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．２．超小型車の導入が平均旅行時間へ及ぼす影響 
前節で解析した平均速度を元に、京都駅～金閣寺間

8.8 kmのルートを走行したと仮定した際の平均旅行

時間を算出した結果を図7に示す。 
 超小型車の平均旅行時間については、最高速度20 
km/hおよび30 km/hで旅行時間が悪化していることが

明らかである。特に最高速度20 km/hにおいては基本

条件での平均速度の約1.5倍に増加した。最高速度30 
km/hにおいては基本条件での平均速度の1.2倍程度と

なった。このような速度の遅い超小型車が多く導入さ

れることで、普通車(乗用車)および大型車(貨物車)の
交通流も阻害される。超小型車の最高速度が20 km/h
および30 km/hの場合、導入率の上昇に伴い普通車(乗
用車)および大型車(貨物車)においても旅行時間が増

大することが確認された。超小型車の最高速度が40 
km/h以上の場合、いずれに車種に対しても導入率の増

大よる旅行時間の悪化は確認されなかった。 
 
４．３．燃料消費量および電力消費量の評価 
（１）超小型車がガソリン自動車の場合 

超小型車の原動機がガソリンエンジンであると仮 
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定した場合の各車種の平均燃費の結果を図8に示す。 
 超小型車については最高速度が低くなるほど燃費

性能が向上する結果が得られた。これは、走行速度の

低い方が走行に必要なエネルギーを抑制できるため

である。また、最高速度20 km/h～40 km/hの場合は導

入率の増加によりわずかに燃費性能が改善できてい

る。これは、道路占有面積が減少し(渋滞が短くなり)、
よりアイドル運転が減少したためと推測される。 
普通車(乗用車)の平均燃費においては、超小型車の

最高速度が20 km/hで大幅な悪化に繋がっている。周

囲に速度の遅い超小型車が走行している場合、普通車

も平均速度が低下する。ガソリン自動車においては、

速度の低い条件でエンジンの効率が悪化するため、燃

費の悪化を招いてしまう。また、自車の経路上に超小

型車が出現、消滅を繰り返すと、無駄な加減速が発生

するため、エネルギー消費量が増大する。これらの要

因により、最高速度が20 km/hの超小型車が導入され

た場合には、普通車(乗用車)の燃費が著しく悪化した

ものと考えられる。一方、超小型車の最高速度が30 
km/hおよび40 km/hにおいては燃費の優れた速度で安

定して走行することが可能となり、超小型車の導入率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の増加により燃費が改善したものと考えられる。 
大型車(貨物車)においては、最高速度20 km/h～40 

km/hの超小型車を導入した場合、導入率の増大ととも

に平均燃費が改善する結果となった。これらの理由は

普通車(乗用車)の場合と同様であると考えられる。た

だし、ディーゼル自動車の場合は、エンジンの運転領

域が低負荷域の場合でもガソリンエンジンほどの効

率の悪化はないため、超小型車の最高速度が20 km/h
の場合においても導入率の増大とともに平均燃費が

改善する結果となった。 
 
（２）超小型車が電気自動車の場合 

超小型車が電気自動車の場合の電力消費量(電費)を
図9に示す。交通流、平均速度、平均旅行時間および

他の車種の平均燃費等への影響は前項と同様のため、

ここでは超小型車の電費の解析結果のみを示す。 
 図8に示したガソリン自動車の場合と同様に、超小

型車の最高速度の低下とともに平均電費が向上する

結果となった。これは、走行速度が低い条件では走行

に必要なエネルギーを抑制できるためである。また、

超小型車の導入率の違いによる電費への影響はガソ

リン自動車の場合と比較して小さい。これは、電気自

動車の場合、車両の停止時にモータも停止するため無

駄なエネルギー消費がないことと、原動機であるモー

タの効率は運転領域の違いによる影響がガソリンエ

ンジンと比較して小さいことに起因する。 
 
４．４．ＣＯ２排出量の評価 
 図10にガソリン自動車の場合、電気自動車の場合の

それぞれにおける超小型車のCO2 排出量の解析結果

を示す。ただし、電気自動車の場合は実際には走行時

にCO2 排出されないが、消費した電力量に応じてCO2 
を排出したものと見なした。 
 同図より、電気自動車はガソリン自動車と比較して

全体的に低いCO2 排出量となっていることがわかる。 
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４．交通流シミュレーション結果および考察 
４．１．超小型車の導入が平均速度へ及ぼす影響 
 最高速度が異なる超小型車を導入率1%、5%、10%、

20%、50%の各ケースで導入した際の各車種の平均速

度の解析結果を図6に示す。 
本対象地域においては、道路の制限速度が最大で50 

km/hであるため、超小型車の最高速度が50 km/hの場

合と60 km/hの場合ではほぼ同一の結果が得られた。

超小型車の平均速度は最高速度が低下するほど低下

し、導入率の違いによる影響は最高速度20 km/hの場

合を除き、大きくはない。最高速度20 km/hにおいて

は、導入率の増加とともに平均速度が低下する結果と

なった。また、超小型車の最高速度が20 km/hおよび

30 km/hの場合、最高速度の低下とともに普通車(乗用

車)と大型車(貨物車)の平均速度は低下し、超小型車の

導入率が高い条件ほどその傾向は顕著に現れた。最高

速度が道路の制限速度のみに依存している普通車(乗
用車)および大型車(貨物車)においては、周囲の走行車

両によって速度が変化する。このため、最高速度が20 
km/hおよび30 km/hの超小型車が導入された場合は導

入率が高いほど平均速度も低下する結果となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．２．超小型車の導入が平均旅行時間へ及ぼす影響 
前節で解析した平均速度を元に、京都駅～金閣寺間

8.8 kmのルートを走行したと仮定した際の平均旅行

時間を算出した結果を図7に示す。 
 超小型車の平均旅行時間については、最高速度20 
km/hおよび30 km/hで旅行時間が悪化していることが

明らかである。特に最高速度20 km/hにおいては基本

条件での平均速度の約1.5倍に増加した。最高速度30 
km/hにおいては基本条件での平均速度の1.2倍程度と

なった。このような速度の遅い超小型車が多く導入さ

れることで、普通車(乗用車)および大型車(貨物車)の
交通流も阻害される。超小型車の最高速度が20 km/h
および30 km/hの場合、導入率の上昇に伴い普通車(乗
用車)および大型車(貨物車)においても旅行時間が増

大することが確認された。超小型車の最高速度が40 
km/h以上の場合、いずれに車種に対しても導入率の増

大よる旅行時間の悪化は確認されなかった。 
 
４．３．燃料消費量および電力消費量の評価 
（１）超小型車がガソリン自動車の場合 

超小型車の原動機がガソリンエンジンであると仮 
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図 7 超小型車を導入した際の各車種の京都駅～金閣
寺間平均旅行時間の変化 
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４．重量車用バイオマス燃料導入に向けた交通研の取り組み 

 
環境研究領域  ※石井  素  水嶋 教文  川野 大輔  佐藤 由雄  阪本 高志  後藤 雄一 

 
１．はじめに 

温室効果ガス排出量の削減およびエネルギーの確

保を狙いとして、バイオディーゼル燃料、特に脂肪酸

メチルエステル(Fatty Acid Methyl Ester、以下 FAME)
の利用が世界的に加速しつつある。IEA によると 2009
年の FAME 世界年間生産量は石油換算で 1290 万 t で
あり、2005 年の 291 万 t に対して 4 年間で 4 倍以上も

生産量が増大している。例えば欧米諸国では、広大な

農地を利用して菜種、大豆等を栽培し、搾取したバー

ジンオイルから FAME を大量に生産している。 
日本国内においては、地方自治体や事業者により回

収された廃食用油が FAME に転換され、利用されてい

る。(株)富士経済の調査(1)によると、国内の FAME 製

造事業者は 400～500 社あり、2009 年における年間総

生産量は約 14000 kL である。国内の年間軽油消費量

約 4000 万 kL と比べるとその普及量はわずかである。

一方、国内の廃食用油の発生量は推計で年間約 40～50
万 kL 程度といわれており、その約半分は既に工業用

や飼料用に再利用されている。このため、FAME に利

用可能な廃食用油の潜在量は約 20 万 kL 程度である。

利用可能な廃食用油 20 万 kL 全てを FAME として利

用した場合、軽油の年間消費量に対してわずか 0.5%
を代替することになる。 
 以上のように、国内の FAME は生産量が少ないもの

の多くの事業者が参入しているため、環境負荷の観点

から適正な使用を推進する必要がある。交通安全環境

研究所では、環境省公害防止等試験研究費による委託

事業「ディーゼル車の環境性能に与えるバイオマス燃

料の影響実態把握とその評価に関する研究」(平成 20
年度～平成 23 年度)を中心として、FAME をディーゼ

ル重量車に適用した際の排出ガス性能、およびバイオ

ディーゼル燃料の今後の可能性について、調査、検討

を実施したのでその成果を報告する。 
 

２．国内におけるＦＡＭＥ使用実態の調査 
平成 21 年 2 月に施行された改正揮発油品確法によ

ると、軽油に FAME を混合する場合、軽油への FAME
混合割合が 5 mass%以下に規制されている。一方、軽

油に混合せずに FAME100%(ニート)として走行する

ことも可能である。交通安全環境研究所では自動車検

査証備考欄に「廃食用油燃料併用」等が記載された車

両の使用者(4651 件)に対し、アンケート調査票を郵送

し、FAME 使用実態を調査した。この結果、図 1 に示

すとおり軽油と混合せず FAME100%で使用している

ケースがほとんどであり、軽油と混合している例は極

めて少なかった。 
 

３．ＦＡＭＥ使用時の排出ガス性能の実態 
３．１．シャシダイナモ試験概要 
 新短期排出ガス規制、新長期排出ガス規制、ポスト

新長期排出ガス規制に適合した各種重量車に廃食用

油から製造した FAME を使用した際の排出ガス性能

への影響を、シャシダイナモ試験により評価した。試

験条件は JE05 排出ガス試験モードである。 
試験車両の諸元を表 1 に示す。車両 A および B は

後処理装置に酸化触媒(DOC)のみを搭載した新短期

規制適合車である。また、車両 C、D および E は後処

理装置に DOC とディーゼルパティキュレートフィル

タ(DPF)を搭載した新長期規制適合車であり、車両 F
は同じく新長期規制適合であるが、DPF を搭載せずに

尿素 SCR システムを搭載している。車両 F は後処理

装置に DOC と DPF を搭載し、NOx 低減対策として二

段過給との併用による大量排気再循環(EGR)を導入し

たポスト新長期規制適合車である。 
 
３．２．シャシダイナモ試験結果 
 新短期規制適合車における NOx および PM の排出

量を図 2 に、新長期およびポスト新長規制適合車にお 
 
 
 
 
 
 
 
 

100% 5% その他
0

200

400

600

800

1000
回答者：FAME利用者877人

(人)

図 1 軽油への FAME 混合割合のアンケート調査結果

 

 

これは、個々の車両にエンジンを搭載するよりも、国

内の電源構成により得られる電力を使用した方がCO2 
排出量が低減できることを意味している。最高速度の

違いに対するCO2 排出量への影響は、燃費あるいは電

費の結果からも明らかであり、最高速度が低くなるに

つれてより走行抵抗の少ない条件で走行可能となる

ためにCO2 排出量も低減した。 
 これらの超小型車を導入した際の全車両のCO2 排

出量削減効果を図11に示す。なお、ここでは超小型車

を導入していない基本条件におけるCO2 排出量を

100%としている。同図より、超小型車の最高速度が

いずれの場合においても、超小型車の導入率の上昇に

伴いCO2 排出量削減効果が得られる結果となった。そ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の効果は、超小型車が電気自動車の場合の方が、ガソ

リン自動車の場合よりもわずかに大きい。例えば、超

小型車導入率20%では、ガソリン自動車の場合、約10%
前後、電気自動車の場合、約15%前後のCO2 排出量削

減効果が見込める。これは、前述したとおり電力のCO2

排出係数が0.559 g/kWhでの結果であり、電源構成に占

める原子力発電の割合によって変化する。概算として

は、CO2排出係数0.8 g/kWh程度でガソリン自動車の場

合と同程度のCO2削減効果となることが予想される。 
 

５．超小型車の最高速度抑制の可能性 
交通流シミュレーションにより、超小型車の最高速

度を40 km/h程度とすることで、他の車両の交通流(平
均速度、旅行時間)および燃費の悪化を抑制しつつ、

CO2 排出量を抑制可能であることが示された。ただ

し、本交通流シミュレーションではドライバの個々の

運転特性や車両性能の違いを考慮できていない。これ

らの因子による交通流への影響、例えば、前方車両に

対するあおりやそれに伴う無駄な加減速等により、渋

滞や燃費悪化を引き起こすことも考えられる。 
以上より、本検討結果は定性的な結果として捉える

必要があるものの、安全性の確保を狙いとした超小型

車の最高速度抑制については、一つの方策として検討

に値することを見出した。 
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図 10 超小型車の CO2 排出量解析結果 

図 11 全車両の CO2排出量削減効果(基本条件 = 100%)


